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1————はじめに 
 

ワシントン国際問題研究所に赴任して半年が経とうと

している．初の海外赴任で慣れないながらも，所員の協力

を得つつ生活も何とか軌道に乗ってきた．筆者はバージニ

ア州に居を構え，ワシントンメトロで通勤をしている．こ

のワシントンメトロだが，日本の首都圏通勤に慣れた者か

らすると，実に興味深い．全米で第2位の輸送人員を誇る

ワシントンメトロであるが 1)，工事で度々線路を閉鎖する．

本稿執筆中の現在も，橋梁修繕工事のためイエローライン

は閉鎖中である 2)． 
もちろん代替手段としてバスが提供されるが，非常に不

便である．アメリカ人にとっては当たり前で意にも介さな

いのか，と観察してみたが，どうやらアメリカ人にとって

も不便らしく，閉鎖の都度新聞を賑わせている．しかし，

日本と比べてみると，経済規模での大打撃があるようにも

思えない．どうやら鉄道への期待値が低いようだ． 
 そのような中で筆者はアメリカの鉄道業界について調査

しようと考えた．しかし，鉄道業界全体を俯瞰できるよう

な著書や論文になかなかたどり着くことが出来なかった． 
そこで本稿は，アメリカの鉄道業に関連するプレーヤー

（関連政府機関，鉄道事業者，関連ロビイスト）を抽出す

ることを目的として記述したい．今後アメリカの鉄道業界

の調査を始める者にとっての足掛かりとなれば幸いである． 
 
 
2————政府機関 

 
鉄道事業に直接関連する政府機関としては連邦政府内

にある運輸省（DOT：United States Department of 
Transportation）が挙げられる．実施機関としてはDOT内

に連邦鉄道局（FRA：Federal Railroad Administration）
及 び 連 邦 交 通 局 （ FTA ： The Federal Transit 

Administration）がある．また鉄道輸送の安全保障に関し

てはその他モードと同様に国土安全保障省（DHS United 
States Department of Homeland Security）の監督下に置

かれる．実施機関としては運輸保安庁（TSA ；

Transportation Security Administration）と連邦緊急事態

管理庁（FEMA ：Federal Emergency Management 
Agency）がある． 
さらに，複数の機関にまたがるような大規模事故につい

て調査を実施する独立機関として，国家運輸安全委員会

（NTSB：National Transportation Safety Board）や，貨

物鉄道の運賃やサービス紛争解決を担う独立機関として陸

上運輸委員会（STB：Surface Transportation Board）な

どが挙げられる． 
 本稿では，これらの政府機関の役割を明確にしていく． 
 
2.1 DOT（運輸省） 
国民が安全で効率的で近代的な交通システムを利用し，

地方，都市に住まう全アメリカ人の生活水準を維持・改善

し，アメリカ経済と労働者の生産性，競争力を増加させる

ことを運輸省のミッションとしている 3)．省内には連邦航

空局，連邦鉄道局，連邦交通局，運輸長官官房など11のセ

クションが存在する 4)． 
2019 年度の議会提出予算額は約 760 億ドルで，そのう

ち約 60％が連邦高速道路局に割り当てられている．なお，

本稿で焦点を当てる連邦交通局は約15％でDOT 全体の 3
位，連邦鉄道局は約2%で4位である．2019年度予算編成

書全体を見ると，DOT 予算の占める割合は大きくはない

が，それは国防費が極めて大きいためと考えられる 5)6)． 
 
2.1.1 FRA（連邦鉄道局） 

DOT内の局の一つで，安全で信頼性が高く，効率的なヒ

トとモノの移動を実現することを使命としている．その実

現に向け，安全規則策定及び実施管理，旅客・貨物輸送の
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サービスやインフラへの投資，さらには技術革新へ向けた

研究を行っている． 
安全管理には監査も含まれており，約400名の監査官が

有害物質，電気設備，運行業務，信号設備及び軌道設備の

5項目に対して実施している 7)． 
 
2.1.2 FTA （連邦交通局） 

FRA 同様 DOT 内の局の一つで，1000 を超える地方公

共交通事業者（バス，地下鉄，通勤列車，ライトレール，

フェリー等）に対し財務・技術支援を行っている．また，

安全対策の監督や次世代技術の研究開発支援も行っている．

州や地方自治体と協調し公共交通システムの拡充に努めお

り，その補助金額は年間120億ドルにも及ぶ 8)． 
補助金は新規交通システム開発や既存システムの保守

運営のために割り当てられ，FTA は補助金プロジェクトの

契約・履行の監督を行っている．旅客鉄道事業者は補助金

を得るためにFTAの定める調達要求，安全要求，資産管理

要求を満足する必要がある 9)． 
 
2.2 DHS（国土安全保障省） 
テロの防止，国境警備，サイバーセキュリティ，防災・

災害対策等アメリカが直面する多くの脅威から国民を保護

することがDHSのミッションとしている． 
本省は，2001年9月11日に発生したアメリカ同時多発

テロ事件の教訓を生かすために設置され，セキュリティに

係る一切を管轄している．省内には税関国境警備局，運輸

保安庁，連邦緊急事態管理庁等 23 のセクションがある．

2019 年度の議会提出予算額は約 744 億ドルである

10)11)12)13)． 
 
2.2.1 TSA（運輸保安庁） 
空港セキュリティでなじみのある機関であるが，鉄道事

業者のセキュリティ対策も TSA の指導に従う．脅威を想

定し，対策を講じるなどすることで安全保障の強化に努め

ている 14)． 
 
2.2.2 FEMA（連邦緊急事態管理庁） 
ハリケーン等緊急事態における対応を行う機関である．

自然災害対策や対応時に関係機関と緊密に連携をとり，早

期回復を目指す 15)． 
 

2.3 NTSB（国家運輸安全委員会） 
アメリカ国内の航空事故やその他交通機関の重大事故

を調査するための独立機関である．重大事故を調査し，連

邦政府に提言している 16)．日本の運輸安全委員会の機能 17)

と似ているが，運輸安全委員会は国土交通省内に組織 18)さ

れているのに対し，NTSBには強い独立性がある． 
 
2.4 STB（陸上運輸委員会） 
貨物鉄道の運賃，サービス問題，事業者の統廃合や線形，

工事，売上に係る監督権を有する独立機関である 19)． 
 
2.5 FTA とFRA の違いについて 
 FRA とFTA の役割は一見近しいようにも見受けられる．

そこで，それぞれの役割の違いについて掘り下げていきた

い． 
2.5.1 安全管理編 

FRA は鉄道全般，FTA は公共交通の安全管理を行って

いるが，鉄道公社はどちらの監督下に置かれるのか，とい

う疑問が生まれる．例えば前述のワシントンメトロはFTA
の監督範囲である「地下鉄」であるが，FRAの監督範囲で

ある「旅客輸送」ともとれる．ここで興味深いNTSBの報

告書がある．すなわち，ワシントンメトロで発生した発煙

事故（2015年1月12日）の調査報告書に「議会が近年実

施している，FRA 及びFTA を含む地上輸送に係る規制機

関の見直し法案と合わせ，U.S. Code: Title 45 – 
RAILROADS Chapter 20 § 1104に定義されるCommuter 
Authorityにワシントンメトロをリストアップし，FRAの

監督下の置くことを推奨する」というものだ．つまり，い

ずれの監督下に置かれるのかという点で解釈の余地がある

（あった）のだ 20)． 
この「余地」についてはアメリカ会計検査院（GAO：

Government Accountability Office）も指摘をしており，

FRA とFTA の役割の違いを明確にするよう議会に推奨し

ている 21)． 
GAOの立場は，「一元的な鉄道安全管理計画を有してい

るFRA に対し，FTA の鉄道安全管理は州法により実施す

ることを求める」というものである． 
 
2.5.2  調達編 
先に見てきたよう，FTA もFRA も鉄道事業者に対し財

政支援を行っている．財政支援を受けるために事業者は

FTA やFRA の要求に応じる必要があるということも先に

述べた．ここではもう少し詳細に紹介したい． 
Buy America・Hire Americanという言葉を耳にしたこ

とがあるだろうか．簡単に述べると，補助金が注入される
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事業においては，アメリカ製品の使用，アメリカ人の雇用，

アメリカ工場での最終組み立て，を要求するものだ 22)23)．

具体的な内容は監督官庁により要求度合いは異なり 24)， 
例えば FRA は最終組立及び製造は全てアメリカ製を要求

しているものの，FTA では車両についてはある程度緩和さ

れおり，全てではなく60％以上（2020年以降は70％以上）

となっている．税金の使い道は厳しい国民の目によって監

視されており，補助金によって国民の労働を担保している． 
 
 
3————鉄道事業者 25)26)27)28) 

 
アメリカの鉄道は，貨物と旅客の双方の部門を備えた民

間企業として発展し，19世紀後半には交通分野において独

占的な地位を築いた．内情としては，貨物輸送の利益を旅

客輸送の損失に充当するという運営を行ってきた． 
しかし，戦争の終結，高速道路網の建設，ジェット航空

機の導入が貨物・旅客双方において鉄道の市場占有率を大

きく下げた．また，鉄道は個人投資家の資金によりすべて

の投資が賄われるのに対し，高速道路や空港の建設に対し

ては政府が支援を行っており，これが鉄道の市場占有の悪

化に拍車をかけた．そこで政府は鉄道旅客輸送を運営する

公共企業体としてアムトラックを設立することで旅客を貨

物から切り離し，貨物鉄道を救済した．貨物鉄道は旅客輸

送の赤字負担から免れるとともに，輸送市場での競争が十

分に可能となり，政府の補助を必要としない経営に変革さ

れた．また，アムトラックの設立にあたり，旅客鉄道も「通

勤鉄道」と「都市間鉄道」と区分されるようになった． 
こういった背景から，アメリカでは基本的に民間貨物鉄

道事業者が設備を保有し，公共旅客鉄道事業者がその線路

上を運行するという形態となっている． 
 
3.1 貨物鉄道事業者 

STB の定義により，鉄道会社の売り上げによって一級鉄

道，二級鉄道，三級鉄道に区分されている．2017年時点で

一級鉄道の事業者は BNSF 鉄道，CSX トランスポテーシ

ョン，グランド・トランク，カンザス・シティ・サザン鉄

道，ノーフォーク・サザン鉄道，スー・ライン鉄道，ユニ

オン・パシフィック鉄道の7社である 29)． 
STB が開示している鉄道一級事業者の財務報告書によ

ると，全ての会社が黒字を計上している（2017 年度時点）

30)．                                                                                                                                                                                  
黒字経営の貨物鉄道会社は自己資金による設備投資が

基本だが，鉄道建設，車両や設備更新には政府からの補助

金を利用するスキームもある． 
 
3.2 旅客鉄道事業者 
 アメリカの旅客鉄道は，大きく分類すると都市を結ぶ都

市間鉄道(Intercity Rail)，都市と郊外を結ぶ通勤鉄道

(Commuter Rail)，都市内輸送を担うその他の鉄道（Heavy 
Rail, Light Rail, Monorail）がある 31)．それぞれについて

紹介したい． 
 
3.2.1 都市間旅客鉄道事業者 
都市間旅客鉄道事業は前述のアムトラックにより一元

的に実施されている．政府より都市間旅客鉄道事業を提供

する独占権が付与されるとともに，線路使用料を支払うこ

とで貨物鉄道の路線へのアクセス権が与えられている．ア

ムトラックは異なる4つの路線を提供している．すなわち，

近距離輸送，長距離輸送，北東回廊の地域輸送及びアセラ

（北東回廊の高速輸送）である． 
約2万1,000マイルの運行区間を有するが，自ら保有す

る区間は北東回廊など700マイルに過ぎず，残る区間は貨

物鉄道事業者から線路を借りて運行をしている．そのこと

もあり，運行本数，運行速度のみならず定時性に大きな課

題を抱えている． 
 
3.2.2 通勤鉄道事業者 
通勤鉄道は郊外と都心を結ぶ鉄道であり，全米に 28 あ

る 1)．運営は全て公的機関によって実施されている． 
一方で，この数十年の間に公的機関による運営は直営か

ら事業契約に変化してきている．経費削減と輸送サービス

の向上が主な動機であるが，労働組合はこの変革反対して

きた．なお，アムトラックもこの事業契約に応札しており，

民間事業者と競争している． 
例えば，筆者の住むバージニア州の通勤鉄道はVirginia 

Railway Expressにより提供されているが，運行はフラン

ス鉄道のグループ会社である Keolis32)が実施している 33)． 
 
3.2.3 その他鉄道事業者 
「その他」と一括りにしてしまったが，その規模は大き

い． 
日本人には馴染みのない名前だが，Heavy Railは地下鉄

を，Light Railは路面電車をイメージされたい．全米にそ

れぞれ15 エリア，22 エリアある．エリアとしたのは，単

に路線数という意味ではなく，路線網と意味するためであ
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る．全米第一の規模を誇るニューヨーク地下鉄の1日輸送

人員は約500万人と，世界的に見てもその規模は大きい34)．

しかし，第二位であるワシントンメトロの1日輸送人員は

約 60 万人と，その規模はニューヨーク地下鉄と比べてか

なり差がある 35)． 
なお，ワシントンメトロは近年，経営の効率化や運行の

信頼性向上を目指し一部運行の外注化を計画している 36)． 
 
 
4————ロビイスト 

 
日本とは大きく異なり，政府機関に対し事業者の声を代

表するロビイストが存在する．前述の FRA に対して鉄道

協会（AAR：The Association of American Railroads），
FTA に対して公共輸送協会（APTA：American Public 
Transportation Association）である．それぞれ，政府機関

に働き掛けることで必要な補助金を引きだして効果的なイ

ンフラ整備を実施している． 
 
4.1 AAR26) 

AAR は貨物鉄道業界の利益に資する目的で活動する組

織である．その影響力も大きく，交通政策に関して議論す

る上院の「商業・化学・交通委員会」，下院の「交通・イン

フラ委員会」では，AAR会長が意見を述べる機会が与えら

れているほどだ． 
 
4.2 APTA37) 

APTAは公共交通に関わる組織や企業を代表する組織で

あり，会員数は1,500を超える 38)．公共交通利用者は年々

増加しており，APTA のプレゼンスも大きくなってきてい

る． 
APTAの政府機関への訴求方法は極めて明確で，キーポ

イントを「見える化」している．例えば，「公共交通に 10
億ドル投資すると5万人分の労働と6億4,000万ドルの税

収を創出する．公共交通は民間企業に358億ドル支払って

いる．」と言った訴求方法を取っている 1)． 
 
 
5————おわりに 

 
 本稿はアメリカの鉄道業界に関連するプレーヤーを抽出

することを目的として記述した．その他重要なプレーヤー

としてはシンクタンク，コンサルタント，メーカー等が挙

げられるが，範囲が広がりすぎて的が絞り切れなくなって

しまう恐れがあるため本稿での言及は避けたい． 
 モノの移動を支える貨物鉄道事業者は黒字，ヒトの移動

を支える旅客鉄道事業者は赤字，という構造が見えてきた．

実際は旅客鉄道のみならず公共交通は全体としても，営業

費の約37％しか運賃でカバーできておらず，補助金に依存

した運営となっている 1)． 
しかし公共サービスとして考えた場合，モードの選択肢

は多く，例えば近距離移動では地下鉄，バス，タクシー，

最近ではライドへーリングサービス（民間），バイクシェア

等多岐にわたる．さらに近年MaaS，（Mobility as a service）
という交通全体を一つのサービスとして考える思想により

一括支払いも可能となってきており，利便性は向上してい

る．実際にロサンゼルス交通局もこの思想を取り入れた計

画を実施している 39)． 
旅客鉄道単体を切り取って考えた場合，定時運行性，収

益性は日本の品質の方が高いかもしれないが，公共交通全

体として考えた場合，アメリカから学べることは多い． 
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